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　先の参議院選挙で、自民党は改選55議席を大幅に上回る63議席を獲得し、単独で改選定
数124の過半数を確保できました。新型コロナウイルス感染症の克服と激動の国際情勢に対
処するには何よりも政治の安定が不可欠です。「決断と実行。暮らしを守る。」を合言葉に、自
由民主党は、岸田文雄総裁、茂木敏充幹事長を筆頭に、総力を結集して物価高騰対策に取り
組みます。本号外では、昨年の総選挙での初当選以来、政権与党の一員として最前線で活躍
する党栃木県第二選挙区支部長のいがらし清衆議院議員を特集します。

　一般会計の総額が過去最大の107兆5964億円となる令和4年度予算が3月22日、参院本会議で自民、公明、国民等の賛成多数により可決・成立しました。
　新型コロナやウクライナの厳しい情勢を踏まえ、生活に苦しむ国民や日本経済を下支えする事業者の皆さまのためにスピード感をもって予算を成立させる必要がありました。
昨年の臨時国会で成立した令和3年度補正予算と一体として、新型コロナウイルス対策に万全を期しつつ、「成長と分配の好循環」による「新しい資本主義」の実現を図るため
の予算の目玉戦略は次のとおりです。
　成長戦略では過去最高の科学技術振興費1兆3788億円を確保し、デジタル、グリーン、量子、AI、宇宙、次世代半導体等の研究開発を促進します。デジタル田園都市国家構
想の実現に向けては、地方創生推進交付金1000億円のデジタル重点化により、自治体の創意によるデジタル技術の実装等を支援します。
　分配戦略では看護・介護・保育・幼児教育等の現場で働く人の給与3％引き上げや、成長分野を支える人材育成等に向けた3年間で4000億円規模の施策パッケージ、下請G
メンの倍増が掲げられています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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令和4年度補正予算による「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」で支援を強化
いがらし清さんが農水委員会で質問！

・化学肥料原料調達支援緊急対策事業
・肥料コスト低減体系緊急転換事業
・配合飼料価格高騰緊急対策事業
・飼料穀物備蓄・流通合理化事業
・輸入小麦等食品原材料価格高騰緊急対策事業

・国産小麦供給体制整備緊急対策事業
・国産材転換支援緊急対策事業
・水産加工業原材料調達円滑化緊急対策事業
・農林漁業者に対する金融支援対策
・フードバンク活動強化緊急対策事業

農林水産分野の対策事業が充実

予算委員会での質疑 若宮健嗣国務大臣の答弁

令和4年度予算　戦後4番目の早さで成立 予算委員会でいがらし清さんが
2度質疑に立ちました！

　コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に基づき、すでにコロナ対策で支出した予備費を補充すること、および6月以降の燃料油価格の
激変緩和事業に係る経費の措置等を目的として、5月17日岸田内閣は2兆7009億円の令和4年度補正予算を閣議決定しました。

　この緊急対策では原油価格高騰の影響が大きい業種やコロナ禍で物価高
騰の影響を強く受ける生活困窮者等への支援策も数多く盛り込まれました。
　4月27日に農林水産委員会でいがらし清さんは、わ
が国の食料農産物の安定確保のため農林業分野にお
ける支援策について、現場の生産者の不安を払拭する
ための充分な予算の確保と支援の強化を訴えました。

（自由民主2975号より編集）

（令和 � � ��年 ����年） 月 日（月曜日）
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至 日光皆さまの声をお聞かせ下さい。
自民党栃木県第二選挙区支部

衆議院議員 五十嵐清 事務所

＊詳細については、事務所にお問い合わせ下さい。

きよし

広報版の設置、
ポスターの掲示に

ご協力をお願いします。

自民党への新規入党者を
募集しています。

（総裁選の選挙権があります。）

いがらし清さんの政策・
政治信条にご賛同いただける
会員を募集しています。　

いがらし清さんの
国政報告や意見交換の場を
ぜひ設けて下さい。※原則、前２年継続

【地元事務所】

【国会事務所】

「いがらし清公式ホームページ」
http://kiyoshi-igarashi.com/

〒322-0024　鹿沼市晃望台25
電話0289-60-8811 FAX0289-60-8812
〒100-8982　東京都千代田区永田町2-1-2　衆議院第二議員会館915号室
電話03-3508-7085 FAX03-3508-3865
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いがらし清さんの
最新情報はこちらから

地元事務所案内図

いがらし清さんへのサポートのお願い

栃木市議選、日光市議選、高根沢町議選で応援演説

河内地区国政報告会さくら市の皆さまからの要望対応 日光市仲町の皆さまと意見交換会

衆議院議員
きよし

いがらし 清さんの活動を紹介します
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事務所

今後ここに注目！ 生活、就労支援まで広がる仕組みづくり
　わが国は、これまで必ずしも難民の受入れに積極的ではありませんでしたが、ロシ
アによるウクライナ侵略という未曾有の人道危機に対応するため、緊急措置としてウ
クライナ避難民を受け入れ（6月21日現在1358人）、生活や就労などの支援を行っ
ています。
　また、難民条約上、紛争避難民は必ずしも難民に該当しない場合がありますが、こ
うした方々についても人道上の観点から適切に保護するため、難民に準じて保護す
る仕組みの検討を進めています。
　身寄りのない約70人の避難民が政府の用意した3食付きの一時滞在施設に入り、
1人につき1日最大1000円の生活費を支給され、住居や就職、子供の教育環境につ
いての支援も進められている一方で、親類や知人などが身元引受人となっている避
難民には「一定の支援がなされている」として生活費が支払われず、身寄りがあって
も就職先が見つからず、困窮するケースも出るなどの問題
も見受けられます。
　いがらし清さんが所属する法務委員会でも、ウクライナ
避難民への支援の在り方や、紛争避難民を難民に準じて保
護する仕組みについて、今後議論を進めていく予定です。

所属委員会のトピック（農林水産委員会）安全で安心な食料を　　　　国内生産でまかなう 所属委員会のトピック（法務委員会） 秋の国会で
        『準難民制度』を検討

今後ここに注目！ 食料安全保障とフードシフト運動
　新型コロナウイルスの感染拡大による物流混乱などで生産資材や輸入穀物の高
騰が続き、日本の食料安全保障は脅かされ、そこにロシアによるウクライナ侵略が拍
車を掛け世界の食料情勢は見通しが立たない状況です。
　日本の食料安全保障の位置付けは、「国内の農業生産の増大を図ることを基本と
し、これと輸入および備蓄を適切に組み合わせ、食料の安定的な供給を確保するこ
と」とされています。
　農林水産省は昨年から「食から日本を考える。ニッポンフードシフト」の取り組みを
始めました。消費者と生産者の距離を近づけ、国産農産物を積極的に選んでもらう
ことが狙いですが、消費者動向調査によると「割高でも国産を選ぶ」とする割合は22
年1月の調査で53％。近年で割合が高かった17年の64％に比べると10ポイント以
上下がり、国内農業への理解が国民に浸透しているとは言
えない状況です。今こそ命を支える農業の重要性をもっと
多くの国民に理解してもらう必要があると考えます。
　自民党といがらし清さんは、秋の予算編成過程において
食料安全保障のさまざまな取り組みを実施するための食
料安保予算枠の確保を目指します。

　防災のための土地改良『急施の防災事業の拡充、土地改良区の組織変更制度』
や、環境への負荷低減を図る『みどりの食料システムの確立に資する計画認定制
度』、また地域の担い手や農地の集約などの計画『市町村による地域計画の策定
（人・農地プランの法定化）』、そして『農林水産物・食品輸出促進団体（品目団体）
の認定制度』で農産物輸出の促進にも積極的に取り組んでまいります。

今国会では土地改良法の改正を含む７つの法律が成立しました。

新たに4つの制度を創設
　今国会では民事訴訟法等の一部が改正され、インターネットを利用して提訴や
その後の必要書類等の提出ができるようになります。
　また、商取引の裁判では判決時期をあらかじめ設定できるようになります。
　ほかにも『住所、氏名等の秘匿制度』が創設され、当事者（DVや性犯罪の被害
者等）の住所・氏名等を秘匿することができるようになります。

今国会では民事訴訟法の改正を含む５つの法律が成立しました。

民事訴訟法を改正、より使いやすく

南摩ダム定礎式自民党栃木県第二選挙区支部総会
※撮影時のみマスクを外しています

※撮影時のみマスクを外しています

※撮影時のみマスクを外しています
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